
住まい対策一体型地域生活支援事業 

 
 住宅に困窮し、日常の自立生活に不安のある低所得高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、居住支援
協議会等を活用し、住まいの確保と見守り等生活支援を一体的に提供する区市町村の取組を支援する。 
 
  ○ 補助率 １０／１０（３年間）  ４年目以降 １／２ 

  ○ 補助金額  ８，０００千円 
  ○ ５か年モデル（１提案３か年） 

 今後の高齢者の増加を見据えながら、身体状態、生活形態、経済状況等に応じた住まいを確保するため、多様な
ニーズに応じて住まいを選択でき、安心して暮らすことのできる環境を整備するための施策を推進する。 
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 【ソフト】 
 ・見守り 
 ・生活相談 
 ・関係者との連絡調整 
            など 
 【ハード】 
 ・空家等を活用した低廉な 
 家賃の住宅情報の提供 
              など 

委託又は補助 

活動イメージ 

 【空家】   

 ・戸建住宅 

 ・集合住宅 

  （部屋借） 

物件等に関する情報 

居住支援協議会等 

入居者 

生活支援 

介護保険、配食等外部サービスの利用 

低廉な住宅の提供 

【連携】 
福祉部局 
住宅部局 
不動産関係団体 
居住支援団体 
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